
災害時の燃料供給体制の維持のために 
～災害時の燃料供給の担い手たる中小石油販売業者による 

官公需受注機会拡大に係る配慮～ 
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資源エネルギー庁 
石油流通課 



 
 
    

被災状況等の報告 【法】 緊急的な供給要請 
（事業者からの）情報収集体制の整備【法、予】 

被災状況、入出荷状況等の報告 

 
 

政 府    
 
    

○製油所・油槽所の災害対応能力の強化（出荷設
備、ドラム缶出荷設備、非常用電源の増強） 【予】 

○地域における中核ＳＳの災害対応能力の強化  
 ・自家発電設備の設置           【法、予】 
 ・地下タンクの大型化 
 ・通信設備の増強  等 
                                 
 

○災害時にも石油備蓄の放出を可能に    【法】 
○ガソリン等製品形態の国家備蓄を増強   【予】 

○災害時における各石油会社間の壁を越えた供給
連携体制の事前準備・届出を義務付け    【法】 

医療機関、避難所、 
緊急車両等に対して供給 

○地域における燃料配送拠点の災害対応能力の強化 
 ・自家発電設備の設置              【予】 
 ・タンクの大型化 
 ・ローリーの追加配備 等 
 

灯油配送センター

○製油所、油槽所の被災状況や入出荷状況等を集
約するシステムの構築              【予】 

○被災ＳＳの早期稼働の再開を支援するための 
  拠点（石油組合等）の整備           【予】 
 ・小規模ＳＳへの配送可能な小型発電機の配備 
 ・通信設備の増強 等 
 
※その他、小規模ＳＳの災害対応能力の強化を支援【予】 
※災害時に報告を求める対象として、「石油販売業者が  
   組織する団体（石油組合）」を追加          【法】 

（【法】は法改正、【予】は予算措置により整備） 

 東日本大震災時には、製油所・油槽所の出荷設備や周辺の道路・航路、タンクローリー等の被災が発生した。こう
した事態に対し、石油精製元売会社間の供給連携体制や政府・自治体による供給支援体制も未整備であったた
め、被災地等への石油製品供給に支障が生じた。また、サービス・ステーション（ＳＳ）では停電や給油待ち渋滞
の発生や在庫切れ等により、最終消費者への供給に支障が生じた。 

 この反省を踏まえて、2012（平成24）年８月に石油備蓄法を改正。災害時に石油の安定供給を確保するため、
地域を越えたバックアップ体制や地域ごとの体制を構築してきた。 

 
 

地域における中核的拠点 
（中核ＳＳ・小口配送拠点）    

 
    

需要家 製油所、油槽所    

東日本大震災後の緊急時石油供給体制の整備 
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（石油販売業の届出） 
第二十七条 石油販売業を行おうとする者（機構を除く。）は、経済産業省令で定めるところにより、あらかじめ、

次に掲げる事項を経済産業大臣に届け出なければならない。 
 一 商号、名称又は氏名及び住所 

二 法人である場合においては、その代表者の氏名 
三 主たる事業所の所在地及び営業所の所在地 
四 （略） 
五 自動車に直接給油する事業を行う営業所（給油設備の規模が一定以上であることその他の経済産業省令で定め

る要件に該当するものに限る。）を有する石油販売業にあつては、当該営業所の給油設備の規模 
六 その他経済産業省令で定める事項 

２ 前項の規定による届出をした者は、同項第一号、第二号又は第六号に掲げる事項に変更があつたときは遅滞なく、
同項第三号から第五号までに掲げる事項を変更しようとするときはあらかじめ、その旨を経済産業大臣に届け出
なければならない。 

３ 前条第三項の規定は、石油販売業者に準用する。 
 
（石油業者に対する勧告等） 
第三十二条 経済産業大臣は、第七条第三項の規定により石油基準備蓄量を減少し、若しくは減少しようとする場合

若しくは第十一条第二項において準用する第七条第三項の規定により石油ガス基準備蓄量を減少し、若しく
は減少しようとする場合又は前条の規定により国家備蓄石油を譲り渡し、若しくは譲り渡そうとする場合若
しくは貸し付け、若しくは貸し付けようとする場合においては、経済産業省令で定めるところにより、石油
精製業者、石油販売業者、石油輸入業者若しくは石油ガス輸入業者（以下「石油業者」と総称する。）又は
石油販売業者が組織する団体であつて経済産業大臣が指定するものに対し、指定石油製品の生産予定量又は
石油の販売予定量若しくは輸入予定量その他の必要な情報の報告をさせ、当該報告に基づき、石油業者に対
し、指定石油製品の生産予定量又は石油の販売予定量若しくは輸入予定量の増加その他の必要な措置（次条
第一項又は同条第三項において準用する同条第一項の規定により勧告することができる措置を除く。）をと
るべきことを勧告することができる。 

２ 経済産業大臣は、前項の規定による勧告をした場合において、当該勧告を受けた者が、正当な理由がなく、
その勧告に従わなかつたときは、その旨を公表することができる。 

３ 経済産業大臣は、我が国への石油の供給が不足する事態及び我が国における災害の発生により国内の特定の
地域への石油の供給が不足する事態に際して国民が的確に対応できるよう、石油の生産、輸入、流通又は在
庫の状況に関し、必要な情報を国民に提供するものとする。 

石油の備蓄の確保等に関する法律（抄） 

２ 



 東日本大震災の教訓を踏まえて石油備蓄法を改正。全国的な防災・減災の観点から、地域
における石油製品サプライチェーンの災害対応能力強化が重要という認識のもと、災害時に地
域の石油製品供給の拠点となる、自家発電設備や大型タンク等を備えた「中核ＳＳ」を全国
で約 １，６００ＳＳ指定した。 

◆平成２３年度補正 ４０．０億円 ～５県（被災県：青森・岩手・宮城・
福島・茨城） 
   
◆平成２４年度当初 ５６．７億円 ～１０県（東日本大震災のバックアップ
地域、東海地震により被害が予想される地域：秋田・山形・新潟・栃木・群
馬・山梨・静岡・愛知・岐阜・三重） 

 
◆平成２４年度補正 １３２．０億円 ～３２都道府県（東南海・南海地
震や首都圏直下型地震により被害が予想される地域など） 

 →平成２６年中に整備完了 

◆中核ＳＳ整備（補助率：２/３） 
・自家発電設備、情報伝達装置等の設置補助、地下タンク増強 
◆小口燃料配送拠点整備（補助率：２/３） 
・自家発電設備、情報伝達装置等の設置補助、地下タンク増強、配送用
ローリー導入補助 

◆周辺ＳＳ早期再開支援拠点整備（補助率：定額） 
・携行缶、自家発電設備、可般式ポンプ等の複数常備 

（出所：下野新聞HP） 

緊急車両等への給油 中核ＳＳ  

医療機関・避難所等 

ローリーに
よる配送 
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石
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小口配送拠点 

自家発電
設備等 

自家発電設備等 

優先給油 

事業の概要 

整備状況  ～地震の被害予想が大きい県から整備 

【中核ＳＳの整備等に係る支援】 

中核ＳＳの整備に向けた取組 
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三重県 ２６ 
滋賀県 ２５ 
京都府 １４ 
大阪府 ４８ 
兵庫県 ３８ 
奈良県 １５ 
和歌山県 ２５ 
鳥取県 １６ 
島根県 １６ 
岡山県 ４１ 
広島県 ４３ 
山口県 ２８ 
徳島県 １３ 
香川県 １８ 
愛媛県 ２１ 
高知県 ５ 
福岡県 ２９ 
佐賀県 １３ 
長崎県 １３ 
熊本県 ３４ 
大分県 ３３ 
宮崎県 ３２ 
鹿児島県 ３７ 
沖縄県 １７ 
全国合計 １６２７ 

都道府県名 中核ＳＳ数 
北海道 ６４ 
青森県 ３６ 
岩手県 ５７ 
宮城県 ４４ 
秋田県 ２３ 
山形県 ２２ 
福島県 ５６ 
茨城県 ５４ 
栃木県 ４９ 
群馬県 ５４ 
埼玉県 ４６ 
千葉県 ４２ 
東京都 １２３ 
神奈川県 ３４ 
新潟県 ３５ 
富山県 １８ 
石川県 １８ 
福井県 ２２ 
山梨県 １９ 
長野県 ５３ 
岐阜県 ５３ 
静岡県 ５７ 
愛知県 ４８ 

2017（平成29）年4月1日時点 

 
（参考）全国の「中核ＳＳ」整備状況 
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熊本地震でのSSの活躍と住民拠点ＳＳの整備 
 緊急車両・公共車両向けの中核ＳＳが機能（熊本県内34箇所全ての中核ＳＳが、震災後10日

間で約1,600件の優先給油を実施）。ＳＳが、災害時の「最後の砦」として被災地の生活を支える
公共インフラとして再認識された。 

 一方で、避難者・被災者が稼働するＳＳを探し求めて道路渋滞・特定のＳＳへの長蛇の行列が生
じ、報道でも問題視された。 

 特に、ＳＳの停電に対する脆弱性が再認識された。4/16(土)早朝の地震により、4/18(月)時点で
も、南阿蘇村内の全11ＳＳ中、停電を免れた3ＳＳを除き、8ＳＳが稼働停止・音信不通（後日、
２ＳＳは設備被災、２ＳＳは震災以前より廃業済であることが判明）。 

 被災者・避難者に対する稼働ＳＳの早期の情報の公開が求められる一方で、広域停電発生時に被
災住民が利用可能なＳＳ数の一定数の確保も不可欠。 

 熊本地震において、一般の避難者・被災者の方々が給油できる拠点を整備する必要性が認識され
たことから、自家発電機を備え、災害時にも地域住民の燃料供給拠点となる「住民拠点ＳＳ」を、平
成31年度頃までに全国で約8,000ＳＳ整備していく。                  

＜南阿蘇市のＳＳの行列＞           ＜車中泊する避難者＞    ＜阿蘇市の中核ＳＳが自家発を用いて稼働を継続＞ 5 

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwiV9LLh07bNAhUEHZQKHeZMATgQjRwIBw&url=http://www.sankei.com/west/news/160422/wst1604220007-n1.html&bvm=bv.124817099,d.dGo&psig=AFQjCNErqHDoXqGcLcJnQL_NkiwUxSmdSw&ust=1466512948866167
http://zensekiweb.com/sites/default/files/imagecache/thumbnail678/2016/6/15/40382/huruki.jpg


平成２５年度より、中核ＳＳを対象とした研修・訓練を、全都道府県において開始。 
全国の石油組合では、地元自治体と災害協定を締結するとともに、「総合防災訓練」に参加するなど、
災害対応能力の強化に積極的に取り組んでいる。（28年度：18都道県が参加） 

昨年度は、延べ1,888件、3,515SS・拠点が災害訓練に参加。 

 
中核ＳＳを中心とした災害訓練の実施 

 

北海道釧路市 
（H28.9.1） 

自衛隊との合同訓練 

石川県七尾市 
（H28.9.4） 

緊急車両への給油訓練 

自家発電機の稼動訓練 

石川県七尾市 
（H28.9.4） 

重要拠点病院への配送訓練 

東京都葛飾区 
（H28.9.4） 
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【ＳＳ数及び石油販売事業者数の推移】 

58,285 60,421 

32,333 32,835 

15,574 

0

15,000

30,000

45,000

60,000

1989年度末 2002年度末 2015年度末

給油所数 揮発油販売業者数

（出典）資源エネルギー庁調べ 

石油販売業の現状 

2015 
年度末 

（出典）・平成２３年度～平成２７年度実績値：「資源エネルギー統計」資源エネルギー庁 
       ・平成２８年度～平成３３年度想定値：「石油製品需要見通し（平成29年4月）」石油製品需要想定検討会 

【ガソリン販売量の推移】 

（単位：千KL） 

は実績 
は見通し 

販売量実績値：▲7.1％ 
（平成23年度、平成27年度比較） 

想定値：年平均▲2.2％、 
       全体で▲10.6％見込み 
（平成28年度～平成33年度比較） 

45000

47000

49000

51000

53000

55000

57000

59000

 ガソリン販売の需要量は､少子高齢化や自動車の燃費向上等といった構造的な要因により、今後も
減少傾向（年▲2.2％）が続く見込み。近年のガソリン販売業の営業利益率(0.9%)は、小売業
全体の営業利益率（2.1%）の半分以下。全国のSS数は1994年度末のピークに比べて約半数
まで減少（2015年度末時点で32,333SS）。  

 ＳＳ過疎地も２８８市町村まで拡大しており、災害時の燃料供給の拠点となるＳＳの維持には、
官公需等の安定的な受注による経営の安定化が有効。 
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国等の契約における「中小石油販売業者に対する配慮」規定 

※平成２８年度分についても同様規定あり（平成２８年８月２日 閣議決定） 

第２ 中小企業者の受注の機会の増大のために国等が講ずる措置に関する基本的な事項 
 
５ 中小企業・小規模事業者の特性を踏まえた配慮 
（６）中小石油販売業者に対する配慮 
① 国等は、官公需適格組合の証明を受けている組合をはじめとする石油組合（以下この項において単に「石油

組合」という。）が国等又は地方公共団体との間で災害時の燃料供給協定を締結している場合には、災害時だけ

ではなく、平時においても燃料供給が安定的に行われる環境を維持していくことの重要性に鑑み、当該協定を締

結している石油組合及び当該協定に参加している中小石油販売業者の受注機会の増大に努めるものとする。 
②  国等は、災害時の燃料供給協定を締結している石油組合及び当該協定に参加している中小石油販売業者

を活用して円滑な燃料調達ができると認められる場合であって、経済合理性・公正性等に反しない適正な調達が

できるときには、極力分離・分割して発注を行うよう努めるものとする。 
③ 国等は、災害時の燃料供給協定を締結している石油組合を活用して円滑な燃料調達ができると認められる

場合であって、 経済合理性・公正性等に反しない適正な調達ができるときには、当該石油組合との随意契約を

行うことができることに留意するものとする。 

平成２７年８月２８日 閣議決定 ◆平成２７年度中小企業者に関する国等の契約の基本方針 

 自治体と災害協定を締結した石油組合に属する中小石油販売業者は、災害時に消防や自治体
が所有する車両への優先給油や上・下水道等の重要施設に対し燃料の供給を行うなど、地域にお
ける石油製品の安定供給に重要な役割を担っている。 

 このため、官公需法に基づく「国等の契約の基本方針」（閣議決定）には、石油組合等が地元自
治体と災害時の燃料供給協定を締結している場合に、平時から、協定に参加する組合や中小石油
販売事業者の受注機会の増大に配慮すべく、分離・分割発注や、随意契約などの方法を記載して
いる。【平成２７年度から記載】 
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契約制度に係る法令について－①随意契約 

 地方自治体における契約については一般競争入札が原則であるが、契約の性質又は目的が競争
入札に適しない場合等には随意契約によることが可能とされる。 

（随意契約） 

第１６７条の２ 地方自治法第２３４条第２項の規定により随意契約によることができる場合は、次に掲げる場合と

する。 

 一 売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が別表５に定める額の範囲内において普通地方公共団体

の規則で定める額を超えないものをするとき。 

 二 不動産の買入れ、普通地方公共団体が必要とする物品の製造、修理、加工又は納入に使用させるため必

要な物品の売払いその他の契約で、その性質又は目的が競争入札に適しないものをするとき。 

 三～九 （略） 

２ （略） 
 

別表５に定める額 

１ 工事又は製造の請負  都道府県及び指定都市 ２５０万円、市町村 １３０万円 

２ 財産の買入れ      都道府県及び指定都市 １６０万円、市町村   ８０万円 
 

◇地方自治法 （抄） 

◇地方自治法施行令 （抄） 

（契約の締結） 

第２３４条 売買、貸借、請負その他の契約は、一般競争入札、指名競争入札、随意契約又はせり売りの方法に

より締結するものとする。 

２   前項の指名競争入札、随意契約又はせり売りは、政令で定める場合に該当するときに限り、これによることが

できる。  

３～６  （略） 
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 ＷＴＯ協定については、都道府県及び指定都市の調達について対象とされるが、地方公共団体の
物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第３条第１項第２号の規定により、事業
協同組合等との調達契約については適用対象外とされる。 

 すなわち、石油組合との調達契約については、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
の規定（前出）による「契約の性質又は目的が競争入札に適しない場合」に該当し、随意契約に
よることが可能となるものである。 

◇地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令 （抄） 

契約制度に係る法令について－② WTO協定 

（適用範囲） 

第３条 この政令は、特定地方公共団体の締結する調達契約であって、当該調達契約に係る予定価格（物品等

の借入れに係る調達契約又は一定期間継続して提供を受ける特定役務の調達契約にあっては、借入期間又は

提供を受ける期間の定めが１２月以下の場合は当該期間における予定賃借料の総額又は特定役務の予定価

格の総額とし、その他の場合は総務大臣の定めるところにより算定した額とする。）が総務大臣の定める区分に

応じ総務大臣の定める額以上の額であるものについて適用する。ただし、次に掲げる調達契約については、この

限りでない。 

 一 （略） 

 二 事業協同組合、事業協同小組合若しくは協同組合連合会又は商工組合若しくは商工組合連合会を相手方

とする調達契約 

 三～五 （略） 

２ （略） 

 

※特定地方公共団体：都道府県及び地方自治法第２５２条の１９第１項の指定都市（同政令第２条第１号） 
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